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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　蒸発器に隣接して設けられ、室外空気を冷却して室内を換気するための空気調和機の換
気予冷装置であって、
　前記蒸発器からの凝縮水を貯留するための貯留容器と、
　前記凝縮水に導熱接触する冷却ユニットと、
　前記室外空気を案内して前記冷却ユニットに通過させる給気ファンと、
　案内通路と、を含み、
　前記冷却ユニットは、伝熱管と、前記伝熱管が穿設される複数の放熱フィンと、前記伝
熱管に連結されるウォーターポンプとを含み、
　前記凝縮水は、前記ウォーターポンプにより前記伝熱管の一端に流入し、且つ、前記伝
熱管の他端から流出して前記貯留容器内に集まり、
　前記複数の放熱フィンは、前記貯留容器内に設置されて前記凝縮水に直接に接触し、
　前記凝縮水の温度は、前記冷却ユニットに伝わり、
　前記室外空気は、前記冷却ユニットを通過することによって、前記冷却ユニットと熱交
換して前記室内に入り込む予冷空気が形成され、
　前記案内通路は、前記予冷空気を前記室内に導入することを特徴とする空気調和機の換
気予冷装置。
【請求項２】
　前記貯留容器は、盤体であることを特徴とする請求項１に記載の空気調和機の換気予冷
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装置。
【請求項３】
　前記貯留容器は、オーバーフローチューブをさらに含み、
　前記凝縮水は、前記貯留容器内で一定の高さを超えると、前記オーバーフローチューブ
に流入することを特徴とする請求項１または２に記載の空気調和機の換気予冷装置。
【請求項４】
　前記冷却ユニットは、複数の空気流通路を有し、
　前記室外空気は、前記複数の空気流通路を通過して前記冷却ユニットに接触することを
特徴とする請求項１に記載の空気調和機の換気予冷装置。
【請求項５】
　前記給気ファンは、前記室外空気が前記冷却ユニットを通過する前の位置、または前記
室外空気が前記冷却ユニットを通過した後の位置に設置されることを特徴とする請求項１
に記載の空気調和機の換気予冷装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、空気調和機に関し、特に空気調和機の換気予冷装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　空気調和設備（Ａｉｒ　ｃｏｎｄｉｔｉｏｎｉｎｇ）は、特定領域内の温度、湿度及び
空気清浄度を調整可能な装置である。空気調和設備の冷房機能や暖房機能、除湿機能によ
り、周囲環境の温度や湿度を調整することができる。
【０００３】
　近年、省エネと排出炭素の削減という要求に応じて、空気調和設備の製造業者は、エネ
ルギー消費量の削減を目指した研究開発を進めている。既存の空気調和設備では、室外の
新鮮な空気を取り入れる場合、室外空気の温度と室内空気の温度との間に温度差があるた
め、所望の温度に達するように室内換気装置のエネルギーの消費量を増加する必要がある
。一方、従来の空気調和設備の使用中には、蒸発器が熱交換で凝縮水を生成する。通常、
空気調和機における凝縮水の処理方法としては、導水管で凝縮水を排出して廃棄する方法
がある。この処理方法は、凝縮水を回収して再利用しないため、水資源を浪費することに
なる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】中国実用新案公告第２０２４５２６４８号明細書
【特許文献２】中国実用新案公告第２０１５０６２２７号明細書
【特許文献３】中国実用新案公告第２０３２１５９４６号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　そこで、空気調和設備の凝縮水を回収して再利用することで、室外空気を予冷して、環
境に配慮して省エネルギー化を図り、さらに冷却効果の向上を図ることが可能な装置を如
何にして設計するかということは、本発明の発明者の研究動機となっている。
【０００６】
　このように、上記の問題点を解決することが可能な空気調和機の換気予冷装置を提供す
るのが、本発明の解決しようとする課題となっている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、上記課題を鑑みなされたものであり、空気調和設備の凝縮水を回収して室外
空気を予冷することで、環境に配慮して省エネルギー化を図り、さらに冷却効果の向上を



(3) JP 6197008 B2 2017.9.13

10

20

30

40

50

図ることが可能な空気調和機の換気予冷装置の提供を目的とする。
【０００８】
　上記課題を解決するために、本発明に係る空気調和機の換気予冷装置は、蒸発器に隣接
して設けられ、室外空気を冷却して室内を換気する。空気調和機の換気予冷装置は、前記
蒸発器からの凝縮水を貯留するための貯留容器と、前記凝縮水に導熱接触する冷却ユニッ
トと、前記室外空気を案内して前記冷却ユニットに通過させる給気ファンと、案内通路と
、を含む。前記冷却ユニットは、伝熱管と、前記伝熱管が穿設される複数の放熱フィンと
、前記伝熱管に連結されるウォーターポンプとを含む。前記凝縮水は、前記ウォーターポ
ンプにより前記伝熱管の一端に流入し、且つ、前記伝熱管の他端から流出して前記貯留容
器内に集まる。前記複数の放熱フィンは、前記貯留容器内に設置されて前記凝縮水に直接
に接触する。凝縮水の温度は、冷却ユニットまで伝達される。前記室外空気は、前記冷却
ユニットを通過することで、前記冷却ユニットと熱交換して前記室内に入り込む予冷空気
が形成される。前記案内通路は、前記予冷空気を前記室内に導入する。
【０００９】
　従来技術に比べて、本発明に係る空気調和機の換気予冷装置は、空気調和設備内の低温
凝縮水を回収し、且つ凝縮水に導熱接触する冷却ユニットが設置されている。冷却ユニッ
トは、凝縮水によって熱が吸収されて、その全体温度が低下する。その後、冷却ユニット
を通過する室外空気は、冷却ユニットによって熱が吸収され、すなわち、冷却ユニットに
よって冷却されて予冷空気が形成される。これにより、室外空気の温度と室内環境の温度
との温度差が大きくならない。つまり、室外空気が室内に入り込んだ場合には、室内環境
の全体温度に大きな影響を与えることがない。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明に係る空気調和機の換気予冷装置によれば、所望の温度環境に達するための場合
でも、空気調和機のエネルギーの消費量を低下させることができ、環境に配慮して省エネ
ルギー化を図り、さらに冷却効果の向上を図ることができる。また、凝縮水を回収して再
利用することで、環境に配慮するとともに、本発明の実用性の向上を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の一実施形態に係る空気調和機の換気予冷装置の設置状態を示す図である
。
【図２】本発明の一実施形態に係る空気調和機の換気予冷装置の側面概略図である。
【図３】本発明の他の実施形態に係る空気調和機の換気予冷装置の側面概略図である。
【図４】本発明の別の実施形態に係る空気調和機の換気予冷装置の側面概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の技術内容及び詳細な説明について、図面を参照しつつ説明する。ただし
、図面は、参照および説明用に過ぎず、決して本発明を限定するものではないことを理解
されたい。
　図１は、本発明の一実施形態に係る空気調和機の換気予冷装置の設置状態を示す図であ
る。本実施形態に係る空気調和機の換気予冷装置（換気及び予冷をするための装置）１は
、蒸発器２に隣接して設けられて、室外空気３を冷却するために用いられる。また、空気
調和機の換気予冷装置１は、空気調和機の作動中に蒸発器２で生じた凝縮水を回収して、
室外空気を予冷する。これにより、室外空気３の温度と室内温度との温度差を低減させて
、環境に配慮して省エネルギー化を図り、さらに冷却効率の向上を得る等の効果を奏する
。
【００１３】
　図２は、本発明の一実施形態に係る空気調和機の換気予冷装置の平面概略図である。本
実施形態に係る空気調和機の換気予冷装置１は、貯留容器１０、冷却ユニット２０、給気
ファン３０、及び案内通路４０を含んでいる。この貯留容器１０は、蒸発器２からの凝縮
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水４を貯留する。凝縮水４は、冷却ユニット２０よりも温度が低い。
【００１４】
　冷却ユニット２０には、凝縮水４に導熱接触することで、凝縮水４により熱が吸収され
る。そのため、凝縮水４に接触する冷却ユニット２０の全体温度は、凝縮水４の温度に従
って低下する。その後、給気ファン３０の案内によって冷却ユニット２０に室外空気３を
通過させて予冷空気５を形成する。また、予冷空気５は、案内通路４０に入り込み、案内
通路４０によって室内に導入される。これにより、室外空気３の給気温度を低減させて、
室外空気３と室内環境との温度差を低減させることができる。
【００１５】
　本実施形態において、給気ファン３０は、室外空気３が冷却ユニット２０を通過する前
の位置に設置されている。実際には、給気ファン３０の個数は限定されない。また、給気
ファン３０は、冷却ユニット２０の後方側に設置されてもよいし、冷却ユニット２０の前
方側及び後方側にそれぞれ設置されてもよい。
【００１６】
　詳細には、凝縮水４の温度（低温）は、冷却ユニット２０に伝わる。また、冷却ユニッ
ト２０は、複数の空気流通路２００を含んでいる。室外空気３は、これらの空気流通路２
００を通過することで、冷却ユニット２０と接触する。これにより、室外空気３は、冷却
ユニット２０を通過することによって、当該冷却ユニット２０と熱交換して予冷空気５が
形成される。なお、案内通路４０内における予冷空気５は、室内に導入される。
【００１７】
　貯留容器１０は、盤体であることが好ましいが、これに限定されない。また、貯留容器
１０は、オーバーフローチューブ１１をさらに含んでもよい。凝縮水４は、貯留容器１０
内で所定の高さを超えると、オーバーフローチューブ１１に流入する。これにより、貯留
容器１０における凝縮水４によるフラッディングの発生を防止することができる。
【００１８】
　本実施形態において、冷却ユニット２０は、放熱フィン群で構成されている。また、放
熱フィン群は、貯留容器１０内に設置され、且つ凝縮水４に直接に接触する。冷却ユニッ
ト２０は、凝縮水４によって熱が吸収されて、全体温度が低下する。これにより、室外空
気３が複数の空気流通路２００を通過する場合、室外空気３の熱は冷却ユニット２０によ
って吸収されて、室外空気３の温度が低下するようになる。
【００１９】
　図３は、本発明の他の実施形態に係る空気調和機の換気予冷装置の平面概略図である。
本実施形態において、空気調和機の換気予冷装置１ａは、貯留容器１０ａ、冷却ユニット
２０ａ、及び給気ファン３０ａを含んでいる。本実施形態は、冷却ユニットの実施形態で
上述した実施形態と異なっている。
【００２０】
　本実施形態において、冷却ユニット２０ａは、ヒートパイプ２１ａと、このヒートパイ
プ２１ａが穿設される複数の放熱フィン２２ａとを含んでいる。ヒートパイプ２１ａは、
その一部が凝縮水４中に浸漬して配置されている。また、複数の放熱フィン２２ａは、そ
の一部の放熱フィンが凝縮水４中に浸漬して配置されている。なお、本実施形態は、給気
ファン３０ａの設置場所も上述した実施形態と異なっている。本実施形態において、給気
ファン３０ａは、冷却ユニット２０ａの後方側に配置され、すなわち、室外空気３が冷却
ユニット２０ａを通過した後の位置に設置されている。上述した実施形態と同様に、室外
空気３は、給気ファン３０ａの作動中に給気ファン３０ａによって換気予冷装置に導入さ
れて、冷却ユニット２０ａを通過することによって、冷却ユニット２０ａと熱交換して予
冷空気５が形成される。
【００２１】
　図４は、本発明の別の実施形態に係る空気調和機の換気予冷装置の平面概略図である。
本実施形態において、空気調和機の換気予冷装置１ｂは、貯留容器１０ｂ、冷却ユニット
２０ｂ、及び給気ファン３０ｂを含んでいる。本実施形態は、冷却ユニットの実施形態で
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【００２２】
　本実施形態において、冷却ユニット２０ｂは、伝熱管２１ｂと、この伝熱管２１ｂが穿
設される複数の放熱フィン２２ｂと、伝熱管２１ｂに連結されるウォーターポンプ２３ｂ
とを含んでいる。貯留容器１０ｂにおける凝縮水４は、ウォーターポンプ２３ｂにより伝
熱管２１ｂの一端に流入し、且つ、伝熱管２１ｂの他端から流出して貯留容器１０ｂ内に
集まる。好ましくは、伝熱管２１ｂが銅管で構成され、複数の放熱フィン２２ｂがアルミ
シートで構成されてもよい。実際には、伝熱管２１ｂ及び複数の放熱フィン２２ｂは、材
質が限定されることはなく、伝熱機能があるものであればよい。
【００２３】
　また、本実施形態は、給気ファン３０ｂの設置も上記の実施形態と異なっている。本実
施形態において、空気調和機の換気予冷装置１ｂは、複数の給気ファン３０ｂを含んでい
る。詳細には、給気ファン３０ｂは、冷却ユニット２０ｂの前方側及び後方側にそれぞれ
設置されている。これにより、冷却ユニット２０ｂへの室外空気３の給気効率を向上させ
ることができるほか、冷却ユニット２０ｂからの室外空気３の排気効率を向上させること
もできる。
【００２４】
　以上、本発明の好ましい実施形態を挙げて説明したが、これは本発明の実施形態に過ぎ
ない。説明した実施形態は、本発明の範囲を限定するものではないことが理解されたい。
当業者であれば本発明の技術的思想及び概念に含まれる各種の変更や置換は、本発明の保
護を求める範囲内に属するものである。
【符号の説明】
【００２５】
　１、１ａ、１ｂ空気調和機の換気予冷装置
　２ 蒸発器
　３ 室外空気
　４ 凝縮水
　５ 予冷空気
　１０、１０ａ、１０ｂ　貯留容器
　１１ オーバーフローチューブ
　２０、２０ａ、２０ｂ冷却ユニット
　２００空気流通路
　２１ａヒートパイプ
　２１ｂ伝熱管
　２２ａ、２２ｂ放熱フィン
　２３ｂウォーターポンプ
　３０、３０ａ、３０ｂ給気ファン
　４０ 案内通路
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              特開平１１－２４２０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０００－３９１７８（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２０１１／０７４００５（ＷＯ，Ａ２）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｆ２４Ｆ　　１３／２２　　　　
              Ｆ２４Ｆ　　　１／００　　　　
              Ｆ２４Ｆ　　　７／０８　　　　
              Ｆ２８Ｄ　　１５／０２　　　　
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